
（参考） ストック効果に関する事例 （１） 参考資料１

ペ
ー
ジ

事 例
効果として取り上げている項目の例
（定量的効果は下線 ）

①
北海道新幹線（新青森～新函館北斗）：
開業を見越した企業立地、都市開発の進展

○旅館、ホテル等の観光関連の投資が活発化

②
道東自動車道：
広域買い物バスツアーにより買い物圏の拡大、医療圏の拡大と救
急搬送先の選択肢の拡大にも期待

○日帰りバスツアー参加者数増加
○医療圏の拡大

③
北関東自動車道、茨城港等： 北関東地域のインフラ整備
により臨海部・内陸部に企業が立地

○工場立地件数の増加
○自動車等の出荷量の増加／茨城港へのアクセス性向上

➃
首都圏中央連絡自動車道(圏央道):  圏央道による効率的
な物流ネットワークの強化

○製造品出荷額の上昇／新規工場立地面積の増加

⑤
成田空港の高速離脱誘導路の整備： 航空機の性能向上に
あわせた整備により、空港処理能力を拡大

○空港処理能力の拡大

⑥
防災船着場の民間活用： 平常時の民間活用により、水上
交通の活性化や新たな観光ルートの開発

○水上交通の活性化、新たな観光ルートの開発促進

⑦
環状第２号線整備と規制緩和： 環状第２号線の整備と容
積率緩和等により複数の民間都市開発事業を誘発

○民間都市開発事業の誘発（建設投資額／経済波及効
果）

⑧
大手町連鎖型都市再生事業： 大手町をグローバルビジネ
スの戦略拠点として再構築

○民間都市開発事業の誘発（建設投資額／経済波及効
果）

⑨
国営越後丘陵公園（新潟県）： 国営公園を自衛隊災害派
遣活動の拠点として活用

○自衛隊の災害派遣活動のための拠点として活用

※各資料の内、図表化され
ている数値等から抽出



（参考） ストック効果に関する事例 （１）

ペ
ー
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事 例
効果として取り上げている項目の例
（定量的効果は下線 ）

⑩
大井川（静岡県島田市）： 防災・減災対策による災害リ
スクの減少・産業立地等の促進

○浸水リスクが大幅に低減
○工業団地等の誘致を決定

⑪
東海環状自動車道： 沿線に自動車関連企業が立地し産業
構造が変化

○自動車関連企業数の増加／有効求人倍率の上昇
○産業構造が変化

⑫
津松阪港海岸の堤防整備（三重県）：堤防整備に合わせて、背後の
宅地開発による世帯数増、企業・病院の設備投資や公共施設の新設

○背後地域の世帯数の増加
○企業・病院の設備投資や公共施設の新設

⑬
神戸港国際海上コンテナターミナル整備事業： 神戸港の
貿易額拡大と臨海部への民間物流施設投資の活発化

○輸入額、輸出額の増加
○臨海部への民間投資が活発化

⑭
新宮市（都市再生整備計画事業）： 施設統合、多機能化
による維持管理費の削減、都市防災力の向上

○維持管理費の削減と運営の効率化
○都市の防災機能の向上

⑮
中国横断自動車道、山陰道、境港： 国際クルーズ船の寄
港と連携した観光周遊ルートの拡大

○訪日外国人の増加
○各方面へのツアー数の増加

⑯
中国地方の高速道路： 高速道路ネットワーク整備による広域交
流の活性化

○地域の定住化に貢献
○高速バスネットワークの路線・便数の増加

⑰
西鉄天神大牟田線（春日原駅～下大利駅）周辺連立事業： 連立事業と
連携した道路整備、土地区画整理事業による沿線地域の活性化

○ICまでの所要時間短縮／自動車利用者の年間コスト縮減
○駅の乗降者数の増加

⑱
熊本駅周辺の再開発： 鉄道高架化にあわせた基盤整備に
より、民間のマンション建設等を誘発

○踏切による渋滞の解消／市街地の一体的な開発
○周辺地域の地価上昇／夜間・昼間人口の増加

※各資料の内、図表化され
ている数値等から抽出



（参考） ストック効果に関する事例 （１）
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効果として取り上げている項目の例
（定量的効果は下線 ）

⑲
八代港（クルーズ）： 既存ストックの活用によりアジ
ア最大級（16万ｔ級）のクルーズ船を寄港可能に

○クルーズ船寄港実績の増加
○クルーズ船寄港による経済波及効果、市内観光消費額

⑳
加勢川（熊本県嘉島町）の堤防整備：災害リスクの減少
によるショッピングモールや商工業団地の進出

○水害リスクの減少
○商業事業所数、従業者数の増加

㉑
東九州自動車道： 高速道路により医師の通勤が可能とな
り、休診していた診療科が再開

○移動時間の短縮
○診療科の再開・診療体制の拡充

㉒
都城市（都市再生整備計画事業）： 閉店した大型商業施
設の活用によるまちなかの賑わい再生

○整備コストの縮減
○交流人口の増加と機能の継続性を確保

㉓
ETC2.0の活用： 渋滞と事故を減らす賢い料金、生産性の高い
賢い物流管理など、道路を賢く使う取組を本格的にスタート

○渋滞の減少
○荷待ち時間の短縮／ドライバーの安全確保

㉔
インバウンド新時代に向けた地方空港への誘客施策： 新規就
航・増便等を対象とした着陸料軽減制度を導入（関係省庁と協議
中）

○地方空港発着の国際線を充実させ、地方イン・地方ア
ウトの流れをつくる

㉕
鉄道による国際海上コンテナ輸送に対応した低床貨車の開発：
トンネル改良ではなく低床貨車による物流効率化

○全国の鉄道インフラストックを活用した国内外一体と
なった国際海上コンテナのシームレスな物流の実現

㉖
都市公園を活用した子育て支援： 都市公園に保育所等
を設置できる特例措置により都市公園を有効活用

○保育需要の増に対応

※各資料の内、図表化され
ている数値等から抽出



北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）開業に向けた周辺地域の動向

新青森
八戸

木古内

新函館北斗

新八雲
（仮称）

長万部

倶知安

新小樽
（仮称）

札幌

函館

青森

奥津軽
いまべつ

青函トンネル
約５４km

七戸十和田

目時

青い森鉄道

五稜郭

道南いさりび鉄道

森港・室蘭港を結ぶ遊覧船航路の実用化
に向けた運航実験を実施

農業生産法人、JR北海道、銀行が体験型
観光施設「どさんこミュゼ」を開設予定

スポーツ・コンベンション施設として
函館アリーナが開業（H27.8）

函館駅周辺、湯の川温泉地区の
温泉旅館、ホテルが相次ぎ改装

地元製パン・菓子店が新社屋兼工場を建設

レンタカー会社、タクシー会社が進出決定

地元経済界が中心となり、ホテル等
複合施設建設の計画（H29春）

函館駅前に商業・公益施設と
マンションの複合ビル「キラリス函館」
が建設中（H29.3完成予定）

奥津軽いまべつ駅に隣接した
「道の駅いまべつ」がリニューアルオープン

○我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線について、着実に整備を進めているところ。

○北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開業（H28.3.26）に向けて新幹線駅周辺では、民間投資が活発化。
特に、旅館、ホテル等の観光関連の投資が活発化。

○新幹線駅等を起点とする交通ネットワークの整備が進展。
►函館ライナー（函館・新函館北斗間の新幹線用アクセス列車）が開業予定
►道南いさりび鉄道（五稜郭・木古内間）が開業予定
►在来線特急「スーパー北斗」「北斗」の全便が新函館北斗駅に停車し、新幹線の運行体系に合わせ利便性を確保 等
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高次医療施設への
アクセス性が向上

鶴居村
123件旧阿寒町

208件

白糠町
519件

旧音別町
79件

浦幌町
81件

釧路駅
AM８時発

帯広の百貨店
PM４時発

帯広の百貨店
（道東唯一の百貨店）

【発現している効果】百貨店への日帰りバスツアーの復活

道路線形の悪い
峠部も回避

▼日帰りバスツアースケジュールの変化

資料：帯広市百貨店ヒアリング結果

移動時間が短縮され
買い物時間が40分増加！

買物時間4時間40分

買物時間5時間20分

釧路から全ての百貨店が撤退して以降、非定
期で日帰りバスツアーを開催しておりますが、
毎回バス1台（20人程度）での催行でした。道
東道開通後の今回は、申し込みが非常に多く、
バス3台85人とこれまでの４倍のお客様にお買
い物を楽しんでいただきました。0

20
40
60
80

100

白糠IC開通前 白糠IC開通後

（人）

22人

85人約4倍

百貨店担当者の声
▼日帰りバスツアー参加者数の変化

【今後期待される効果】医療圏の拡大と選択肢の拡大

救急搬送先の
選択肢の拡大

深刻な医師不足から主要都市に医療施設や診
療科目の拠点が集約されているため、移動の高速
性と確実性が確保できる道路整備を期待します。

地域の声

資料：釧路開発建設部、帯広開発建設部

▼周辺地域の釧路市・帯広市への
救急搬送依存率（H25）

●診療科目数：
21科目

●病床数：
748床

JA北海道厚生連帯広厚生病院
市立釧路総合病院

(釧路・根室圏唯一の三次医療施設)

●診療科目数：
23科目

●病床数：
643床

資料：釧路開発建設部、帯広開発建設部
市立釧路総合病院HP、JA北海道厚生連帯広
厚生病院HP
写真：釧路開発建設部、JA北海道厚生連帯
広厚生病院HP

▼釧路・帯広圏の釧路市・帯広市への
救急搬送状況（H25）

68%

86%
98% 96%

41%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

旧阿寒町 旧音別町 鶴居村 白糠町 浦幌町

依
存
率

【発現している効果】
●広域買い物バスツアーの再開
・浦幌IC～白糠IC間の開通を契機に、集客の好機として釧路発着の帯広百貨店日帰りバスツアーが約１年ぶりに再開されました。
・浦幌IC～白糠IC間の開通により移動時間が短縮された分、帯広市での買物時間が延長されています。また、ツアー参加者数は
開通前の約4倍になっているなど、地域間交流が促進されています。

【今後期待される効果】
●医療圏の拡大と救急搬送先の選択肢の拡大
・十勝、釧路圏では帯広厚生病院、市立釧路総合病院をはじめとする高次医療施設が帯広市、釧路市に集積しています。
・当該道路整備により、高次医療施設への救急搬送のアクセス性の向上、救急搬送先の選択肢の拡大が期待されています。

生活の質の維持・向上や地域の医療機能を支える道東自動車道の整備
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北関東３県平均

全国平均

立地件数は、群馬・栃木・茨城の北関東３県の平均および全国平均の平成１０年意向の累計値である。
（出典）工場立地動向調査 （経済産業省）

H23.3 北関東道全通平成１０年意向の立地件数の推移（累計）

H20.12 北関東道
（茨城～栃木間）開通

○ 北関東自動車道等によるネットワーク形成により、北関東３県(群馬、栃木、茨城)の利便性が向上し、工場立地件数
が全国平均の約２倍の伸び

○ 茨城港や東水戸道路の整備もあいまって、北米方面に有利な茨城港の利便性も向上し、自動車等取扱貨物量が大
きく伸長し、臨海部への企業立地も堅調に増加

小山から茨城への輸送が『北関』により大幅に時間短縮され、これ
までの１往復/日に対し、２～３往復/日が可能となり効率アップに
つながっています。（メーカー系物流子会社）

栃木工場では、横浜・横須賀港から輸出していた北米向け乗用車
17万台の内６万台を、平成22年５月から『北関』に運搬ルートを変
更し、茨城港日立港区からの輸出を開始しました。（日産自動車）

茨城港常陸那珂港区周辺では、大手建設機械メーカーが生産を
増大させ、2,150人の新規雇用を創出するとともに、1,300億円の民
間設備投資が行われています。（コマツ、日立建機）

北関東３県の工業立地の推移

北関東３県は工場立地件数（累計）で全国の約２倍。２０１３年
においても上位（茨城県：１位、群馬県：２位、栃木県：５位）

(件)

茨城港の自動車等の出荷量の推移

全国の約２倍

861件 全通を機に約２倍に増加

H10.12常陸那珂港開港

平成１０年以降の立地件数の推移（累計）

平成１０年以降の累計値である。

H23全線開通 H20全線開通

H12.3東水戸道
（友部～水戸）開通

H23.3北関東道全通

H20.12北関東道
（茨城～栃木間）開通

北関東自動車道

東水戸道路

茨城港常陸那珂港区への企業立地状況

【保管業】Ｄ社
他
保管倉庫

常陸那珂港IC

物流関連

産業・エネルギー関連

【計測機器】Ｃ社
(H22.7竣工)

【建設機械】B社
(H19.8竣工)

至 北関東自動車道

【建設機械】B社
(H20.8竣工)

【電力】Ｅ社
火力発電所
(H15.1運転開始)

平成27年2月撮影

南ふ頭地区

中央ふ頭地区

北ふ頭港地区

【建設機械】Ａ社
(H19.1竣工)

北関東地域のインフラ整備により臨海部・内陸部に企業が立地
（北関東自動車道、東水戸道路、茨城港）

小山

日産自動車
栃木工場

577 523
735

1,330 1,178 1,278 1,317240 319
191

815

655

987 767

2,084
2,272
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4,623 4,656
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H23.3 北関東道全通

H20.12 北関東道
（ 茨城～栃木間）開通
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２，３５８

１，９２９

２，０９７

１，５３０
１，４３０１，２６７

3



○ 圏央道が順次開通し、放射方向の高速道路が連結されることで、効率的な物流ネットワークが形成
され、民間の投資を喚起

○ 残る区間の整備により、更なるストック効果の発現が期待される

事業中

注１ ： ※１区間の開通時期については、土地収用法に基づく手続きによる用地買収等が速やかに完了する場合
注２ ： ※２区間の開通時期については、検討が必要
注３ ： 開通予定は2015年10月31日時点です。

日高市

入間市

羽村市
日の出町

H32年度※１

企業立地件数
1～2件

3～4件

5件以上

立地済み

立地予定

高速道路
高速道路(事業中)
直轄国道
一般国道

道路

（Ｈ27年7月時点）

首都圏中央連絡自動車道(圏央道)による効率的な物流ネットワークの強化

15

50

85

0
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90

100

H6年 H16年 H26年

（ｈa）

20年前と比べると

約６倍！

圏央道整備率 ８％ １７％ ７２％

出典：工場立地統計調査

※圏央道が通過する市町村を対象とした

圏央道沿線市町村※の新規工場立地面積
（1年あたり）

境古河ＩＣ

大栄ＪＣＴ

つくば中央IC

藤沢ＩＣ
釜利谷JCT

松尾横芝IC

出典）国土交通省調べ（平成22年以降に竣工（予定）の物流施設および工場を対象に作図）

製造品出荷額の上昇

出典：工業統計調査
0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

H21 H25

羽村市 1.76

日高市 1.26
日の出町
入間市 1.18

沿線４市町 1.45

埼玉県＋東京都 0.99

製造品出荷額の伸び率

約１.５倍

平成19年に全通した中央道～関越道間では
すでにストック効果が発現
早期開通区間の沿線4市町では、埼玉県と東京都の
全体平均の約1.5倍

事業中※２
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○ 航空機の性能向上に合わせて、可能な限り短時間で滑走路から離脱できる誘導路を整備することにより、既存イン
フラの最大限の活用を図る。

• Ａ滑走路において、高速離脱誘導路の取り付け位置を変更し、到着機の滑走路からのスムーズな離脱を実現。

Ａ滑走路における高速離脱誘導路の再編整備 （時間値＋２回）

• B滑走路において、高速離脱誘導路を追加整備し、到着機の滑走路からのスムーズな離脱を実現。

• 将来的には、地上走行を行う飛行機と輻輳させないための誘導路の線形改良を実施。

Ｂ滑走路における高速離脱誘導路の追加整備 （時間値＋２回）

※ 高速離脱誘導路とは、滑走路に対して鋭角に設置された誘導路。着陸機が他の誘導路よりも高速で退出でき、滑走路占有時間が最小限になるよう設計されている。
※ 時間値向上効果については、施設供用（最短で2017年度頃までに可能）後、運航実態調査により確認が必要。
※ 最大時間値72回を達成するためには、別途、駐機場、旅客ターミナルビルの整備が必要。

成田空港における高速離脱誘導路の整備

管制機能の高度化と併せて、空港処理能力拡大効果は約４万回

A1 A2 A3

A6

A4

A4 A5

A5 A7

1800m

2700m
2250m

A12A11

A10A8 A9A7

A6 A8

A91800m
2250m

2700m

南風運用時北風運用時

B1

B3B2 B4

2025m
1742m

B9

B8

B7

B7

1860m

2103m
北風運用時 南風運用時

凡例

：現 高速離脱誘導路

：新 高速離脱誘導路

凡例

：現 高速離脱誘導路

：新 高速離脱誘導路

凡例

：現 高速離脱誘導路

：新 高速離脱誘導路

凡例

：現 高速離脱誘導路
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○2020年東京オリンピック・パラリンピックの会場は、東京湾臨海部の荒川・隅田川・江東内部河川と
いった河川沿いに多数配置される。

○平常時は開放されていない防災船着場を民間事業者等が利用することにより、都心部と会場を結ぶ
水上交通の活性化や新たな観光ルートの開発促進が期待できる。

○渋滞などに左右されない、日常的な交通手段とし
ての水上交通の展開が期待できる。

○オリンピック・パラリンピックの会場だけでなく、水際
の観光資源もつなぐ新たな観光ルートの開発が期
待できる。

○災害時の復旧活動のために河川に整備した防災
船着場を、民間事業者や一般利用者が平常時に利
用可能にするための社会実験を実施

○利用者の自己責任による使用を基本とするような
新たなルールづくり等を検討

事業概要 見込まれる効果

社会実験の対象とする船着場（平成27年度）

＜社会実験による利用実績＞
H25年度のべ22回
H26年度のべ28回
H27年度52回（9月末時点）

オリンピック・パラリンピックを水上でつなぐ（防災船着場の活用）

屋形船による防災船着場の活用

防災船着場を活用した新たな観光ルート
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赤坂一丁目地区
事業者：赤坂一丁目地区市街地

再開発組合
完成予定：平成29年3月

虎ノ門二丁目地区
事業者：（独）都市再生機構等
完成予定：平成36年度

虎ノ門ヒルズ
事業者：東京都
特定建築者：森ビル（株）
平成26年5月末完成

虎ノ門・愛宕地区
事業者：森ビル（株） 等
完成予定：平成31年9月

虎ノ門一丁目地区
事業者：虎ノ門一丁目地区市街地再開発準備組合
完成予定：平成31年12月

環状第2号線（新橋・虎ノ門間）
（平成26年3月開通）

虎ノ門一丁目地区

虎ノ門ヒル
ズ

虎ノ門・愛宕地区

出典：東京発ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ特区【国家戦略特区 東京都提案書】

・・・民間都市開発事業（計画）

日比谷線新駅については
2020年オリパラに合わせ

暫定供用予定

日比谷線新
駅

○建設投資額は約0.4兆円、経済波及効果は※約1兆円。

（※建物の建設にかかる経済波及効果の額。建物竣工後に行わ
れる事業活動等による経済波及効果は含まない）

○米系金融機関や、米系製薬会社などの外資企業が多く
進出。

○環状第2号線の完成により、晴海通り、外堀通り、第一京
浜等の都心部の渋滞緩和や臨海部と都心部を結ぶ交
通・物流ネットワーク機能の強化、緊急時の避難経路の
多重化による臨海部の防災性向上が期待される。

○環状第２号線の整備と容積率緩和等により虎ノ門ヒルズを含む複数の民間都市開発
事業（約4000億円の建設投資）を誘発し、都市の国際競争力を強化。

【環状第２号線（新橋・虎ノ門間）】

効果

環状第２号線整備と規制緩和等による都市開発事業の誘発

（出典：地理院地図）

○容積率緩和（都市再生特別地区、再開発等促進区 等）

○民間都市再生事業への税制・金融支援 等

規制緩和等の概要
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事業者：三菱地所（㈱）等
完成予定：平成39年度

大手町連鎖型都市再生事業によるグローバルビジネス戦略拠点への再構築

大規模公有財産を都市再生機構が中心となり事業の種地として取得（1.3ha、約1300億円（うちＵＲ
430億円））し、長期保有リスクを負担する公的役割を担うことで、業務活動を中断することなく、土地
区画整理事業と市街地再開発事業を一体的に実施。老朽化した建物の連鎖的建替えを民間投資に
より実現し、 大手町をグローバルビジネス戦略拠点として再構築。

○国際競争力を強化するビジネス支援機能の整備

・国際カンファレンスセンタ－、国際メディカルモール、海外企業
進出支援センター、国際水準の宿泊施設等の設置

○国際都市東京の魅力を高める観光機能の導入
・交通機能の集積を活かし、展望機能などの導入

○高度防災都市づくり

・災害復旧活動の拠点となる広場や帰宅困難者支援機能（一時
滞在施設や備蓄倉庫）の整備、自立・分散型エネルギーの導
入、温浴施設の開放

○広域的な都市基盤の更新、歩行者ネットワークの整備

・都心を支える広域的な重要インフラ（下水ポンプ場、変電所、
都市計画駐車場）を機能停止することなく再編、東京駅・周辺地
区を結ぶ地下歩行者ネットワークを整備

○建設投資額は約1兆円、経済波及効果は約2.5兆円

効果

事業者：三菱地所㈱
完成予定：平成28年度

①種地へ移動

② ①で移動した跡地へ移動

③ ②で移動した跡地へ移動

種地

区域図

⑥ 常盤橋街区 ⑤ ３次再開発
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コキアライトアップ 8/14（金）～8/23（日）

平成16年の新潟県中越地震時に、国営公園が自衛隊災害派遣活動の拠点として活用され、
被災地の迅速かつ円滑な復旧に寄与。

自衛隊が災害派遣活動のための拠点を確保する際に、国営公園が円滑かつ効果的に活用
されるよう、平成26年に陸上自衛隊と協定を締結。

華やかな彩りに包まれる「香りのバラ園」

多くの入園者で賑わう健康ゾーン

Everyday Emergency

【一層のストック効果向上に向けた取組】：自衛隊との連携強化

新潟県中越地震の際の活用状況

※昭和記念公園、武蔵丘陵森林公園、ひたち海浜公園、アルプスあづみの公園

平成16年新潟県中越地震時の自衛隊駐留状況

平成16年11月11日から12月19日までのおよそ40日間、救援物資の集配拠点となったほか、炊事（約45万
食）や入浴（約3,000 人）、給水（約2,000 ㎥）などの活動支援が行われた。

有事への備えを強化するため、関東地方整備局内の国営公園（※）では、災害発生時に自衛隊が円滑
に部隊を展開できる占用に関する協定・申し合わせを締結。

国営公園を自衛隊災害派遣活動の拠点として活用（国営越後丘陵公園）
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➢牛尾山掘削により、上流

側の水位が低下し、大井

川からの氾濫によるまちづ

くり構想エリアの浸水リス

クが大幅に低減。

➢狭窄部の開削は、H29年

度に完了予定。

➢地域活性化への期待が

高まるなか、あとわずかな

投資で大きな経済効果が

見込まれる。

○平成23年度より事業中である大井川狭窄部の開削は、平成29年度に完了予定。
開削による治水安全度の向上を踏まえ、島田市では工業団地等の誘致を決定。

○地域活性化への期待が高まるなか、あとわずかな投資で大きな経済効果が見込まれる。

島田市では、

「新東名島田金谷IC

周辺まちづくり構想

（平成27年3月26日）」

を策定。工業団地等の

誘致を決定。

狭窄部を開削

至 島田金谷IC

島田市長のコメント

牛尾山の狭窄部対策工事で、島田市の治
水安全度が向上し、工業団地の誘致につ
ながった。

賑わい・交流
拠点ゾーン

産業活性化
ゾーン

生活利便ゾーン

地区の玄関
ゾーン

農住環境保全
ゾーン

大井川

ＩＣ整備

狭窄部を開削

改修前の水位 開削

改修前の水位 改修後の水位

水位低下

約1.4m低下

開
削
後

開削済
H27年度以降

開削予定

防災・減災対策による災害リスクの減少・産業立地等の促進（大井川）
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産業集積！沿線に自動車企業が立地し産業構造が変化【東海環状自動車道】

東海環状沿線市町では、工業団地に自動車関連企業が60社立地。岐阜県の有効求人倍率が全国３位に上昇。

東回り沿線には、53社が立地し自動車産業が集積。岐阜県では、伝統産業から自動車産業に産業構造が変化。

出典：各県「工業統計調査」

東海環状が自動車産業の集積を促進
刃物

※H12:東回り全線工事着工、H17東回り開通、H25：最新値

自動車組立工場

鈴鹿地区

東海環状自動車道
（西回り）

豊田地区

豊田東JCT
新四日市

JCT

関広見IC

自動車製造

東海環状自動車道
開通済（東回り）

工業団地に立地した自動車関連企業数
（H13年以降）

1～2社

3～4社

5社以上

写真提供：トヨタ自動車（株）

■岐阜県内東回り沿線の産業構造の変化

輸送機器（自動車部品）

写真提供：豊精密工業（株）

■全製造業従業者数 各産業の従業者割合

H31開通
見通し

（高富IC）

H27開通
見通し

H30開通
見通し
東員ＩＣ

（大安ＩＣ）

H29開通
見通し

（養老IC）

（養老JCT）

開通
済

（大垣西IC）

H31開通
見通し

（大野・神戸
IC）

63 60 59 

9.3 11.5 
13.7 

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

H12年 H17年 H25年

（％）（千人） 東回り開通（H17.3）

刃物

輸送機器
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H2 H7 H12 H17 H22 H27

浸水リスクの低減により、背後地域が活性化（津松阪港海岸（三重県））

■倉敷紡績（株）三重工場の概要

・自動車、スマホやデジカメ等の電子機器等に使用する
各種フィルムを製造（7,000t/年）。

・特に、自動車の内装に使用する接着フィルムの生産量
は国内シェア約40％、全国の自動車メーカーに供給。

・建物建設や設備に約60億円を投資。

敷地面積
従業員数
操業開始

接着フィルム

■三重大学附属病院新外来棟の概要

敷地面積
診療室
使用開始

： 約4.5ha
： 約70名
： 平成24年

： 約2.8ha
： 131室
： 平成27年

：堤防整備箇所 津松阪港海岸

※国勢調査、三重県月別人口調査より、津市・松阪市を集計。
但し、H2からH17の世帯数には市町村合併前の旧市町村を含む。

整備開始
H4

津市 松阪市

5区画（約1,000m2）

497区画
（約100,000m2）

11区画（約
2,000m2）

62区画（約12,000m2）

5区画（約
1,000m2）

13区画（約2,600m2）

32区画（約6,400m2）

31区画（約6,000m2）

4区画（約1,000m2）

15区画（約3,000m2）

5区画（約
1,000m2）

：堤防整備開始後の宅地開発（一部）

高須町公園ｵｰﾄｷｬﾝﾌﾟ場

松阪市ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

福祉施設

サンデルタ香良洲
浜風公園ｷｬﾝﾌﾟ場

香良洲小学校
香良洲プール

松浦武四郎記念館

防災ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

津なぎさまち

：堤防整備開始後の公共施設等の立地

※出典：倉敷紡績プレス資料、企業ヒアリングより

・県内唯一の特定機能病院。
・新外来棟内には、高度生殖医療センターが新設
された他、がんセンターや血管ハートセンターな
どのセンター機能を集約化。

・新外来棟の建設費は約78億円。

※出典：三重大学附属病院HP 、新聞記事より

一部区間完了
H23

防災ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
（災害時の活動拠点となる施設）

サンデルタ香良洲
（老人福祉・保険ｾﾝﾀｰ、多目的ﾎｰﾙを

有する複合施設）

平成17年2月開港

津なぎさまち
（中部国際空港への海上アクセス拠点）

平成18年8月開所
平成6年8月開所

松阪市ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ
（資源ｺﾞﾐ等の処理施設）

平成24年3月運転

倉敷紡績（株）三重工場

三重大学附属病院

■背後地域の世帯数の推移

○ 津松阪港海岸の堤防整備に合わせて、背後の宅地開発が進み、世帯数が約３割増加。

○ 加えて、企業・病院の設備投資や公共施設が新設されるなどにより、地域が活性化。

※ 特定機能病院とは、 10以上の診療科、400人以上を受入可能な入院施設をもち、高
度医療の提供や研修、技術開発を行う能力を有するなどの条件に適合した上で、厚
生労働大臣の認証を受けた病院を指す。
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③株式会社上組 倉庫 KALC2
敷地面積 25,330㎡
延べ床面積 35,755㎡
竣工 2016年1月（予定）

①株式会社ニトリ物流センター
敷地面積 3万2,239㎡
延べ床面積（計画） 約1万8,000坪
竣工 2017年度中（予定）

②三井物産リアルティ・マネジメント株式会社 冷凍・冷蔵倉庫
敷地面積 2万6,000 ㎡、延べ床面積 約3万3000㎡
竣工 2016年5月（予定）

○平成26年の貿易額については、輸入額が過去最高、輸出額もリーマンショック以前の水準に回復傾向。
また、平成27年については、上半期ベースで輸入額が過去最高を更新、輸出額も３年連続の増加。

○臨海部への大型物流施設の集積が発展するなど、臨海部への民間投資が活発化。

整備概要

上組
（2015.4竣工）

③上組
（2016.1 竣工予定）

④ｷｭｰｿｰ流通ｼｽﾃﾑ
冷凍冷蔵倉庫

（2015.1 竣工）兵食冷蔵倉庫
（2012.11竣工）

RC-6・7RC-4・5

PC-13
PC-14

PC-15～17

②三井物産RM
（2016.5 竣工予定）

①ニトリ
（2017 竣工予定）

兵機海運
（2010.4竣工）

五突第二冷蔵庫
（2012.10竣工）

上組青果センター
（2012.11 竣工）

大海運輸重量物倉庫
（2011.4竣工）

ｼﾞｬﾊﾟﾝｴｷｽﾌﾟﾚｽ危険物専用倉庫
（2013.12竣工）

PC-18

上組物流センター
（2009.12 竣工）

【凡 例】
竣工予定
竣工済
主な臨港道路
高速道路
主なコンテナ埠頭

〇 増加するコンテナ需要に対応するため、コンテナ取扱能力の強化を図る。
〇 本事業では、PC-13～PC18、RC-6,7の耐震化、大深水化を行う。

④株式会社キユーソー流通システム 冷凍・冷蔵倉庫
延床面積 23,647㎡
収容能力 F級 30,000トン

C級 5,700トン
竣工 2015年1月

〇 （効果）臨海部への民間投資の活発化
本事業の進捗に合わせ、以下の企業が立地予定

神戸港 輸入額

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

2004 2009 2014

リーマンショック

（年）

（兆円）

2014年過去最高

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

2004 2009 2014

リーマンショック

2014年リーマンショック前の水準に回復傾
向

（年）

（兆円）
神戸港 輸出額

将来における具体的なストック効果
（将来の主な立地企業）

※写真は神戸港で既に営業中の同型の倉庫（(株)ニトリ関西DC）

※写真は神戸港で既に営業中の同型の倉庫（KALC）

神戸港の貿易額拡大と臨海部への民間物流施設投資の活発化

※ F級：温度帯が-20℃以下の冷凍施設
C級：温度帯が-20℃未満～10℃以下の冷凍・冷蔵施

設
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施設統合・多機能化による維持管理費の削減、都市防災力の向上
（新宮市中心市街地地区都市再構築戦略事業）

○ 中心市街地内の小学校跡地を活用し、２箇所の保育所を１箇所に統合し、維持管理費を削
減。

○ 統合保育所の屋上を津波一時避難施設として位置付け、都市の防災機能を向上。

ＪＲ新宮駅

新宮市立熊野地保育所
（元の施設）

新宮市立大浜保育所
（元の施設）

統合保育所

統合

統合

統合保育所概要
所在地 ： 新宮市徐福二丁 目４番１号
事業主体 ： 新宮市
面積 ： 約730m2
事業期間 ： H26～H27
事業費 ： 約4億円

○保育所２箇所を１箇所に統合し、維持管理費の
削減と運営の効率化

○南海トラフ地震による想定津波等の浸水区域に
位置する保育所を統合し、統合保育所を土地嵩
上げの上整備することにより安全性を確保
（0.3m～1.0mの浸水想定に対し、1.0mの嵩上げ）

○統合保育所の屋上を津波一時避難施設と位置
付けることで、都市の防災機能を向上

効果

1.0m

統合保育所整備イメージ
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中国横断自動車道(尾道松江線)、山陰道の整備により観光周遊ルートが拡大

○「境港」では既存の物流ターミナルを活用して、急増する大型クルーズ船の寄港を受け入れており、それに伴い増加す
る訪日外国人の現地ツアーの観光先が、道路整備の進展とともに「鳥取県中東部」まで拡大

○国内観光ツアーにおいても、「島根県東部」のみならず、「鳥取方面」や「広島方面」も併せて訪れるツアーが増加
○今後、山陰道の整備により、東西方向の観光の更なる活性化が期待

さかい こう

※ツアー数の出典：JTB観光ツアーリスト

山口方面
島根県西部 等、山口県

広島方面
岡山県、広島県、四国

鳥取方面
鳥取県、近畿

島根県東部

尾
道
松
江
線

青山剛昌
ふるさと館

倉吉市内散策

白壁土蔵群・赤瓦
鳥取砂丘

砂の美術館

境港

国際クルーズ船が境港に寄港

※ H27.7.2には4,600人を乗せたクルーズ船が寄港。
多くの旅客がツアーに参加した。

4 6

0

10

20

30

40

H24 H26

ほぼ変化なし

(件)

山口方面のツアー数

10

30

0

10

20

30

40

H24 H26

３倍に
増加

広島方面のツアー数
(件) 17

30

0

10

20

30

40

H24 H26

約２倍に
増加

鳥取方面のツアー数
(件)

156 

13,46
3 

0
5,000

10,000
15,000

H19 H25

約８６倍に
増加

境港の訪日外国人
(人)

鳥取県中東部
外国人ツアーの
観光先が拡大

凡 例

【高規格幹線道路】

■尾道松江線、山陰道
Ｈ２３迄開通
Ｈ２４以降開通

■その他 道路
その他の高規格幹線道路

【島根県東部】

島根県東部エリア

【観光先】

Ｈ２４以降に新たに追加された
外国人ツアーの観光先
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広島県安芸太田町

平成26年１月
627便

（出典JR時刻表）

路線・便数が増加

【地元からの声(安芸太田町)】

・町内にある高校は１校のみで、高速バス（１２便/日）を利用して広
島市内の高校に通学している高校生も多い。

・高速バスネットワークが整備されたこと
により、以前は下宿や寮に入らなけれ
ば通えなかった広島市内の高校にも
自宅から通学することが可能になり、
暮らしの向上や、町の定住促進施策
にも役に立っています。

平成３年１月
８８便

中国地方を発着する高速バスネットワークの変化（中国圏内）

中国地方内々
７.１倍増加

中国地方を発着する高速バスの運行便数（中国圏外含む）

○高速道路ネットワークの延伸とともに高速バスの路線、便数が増加。（H3：88便→H26：627便〔約7倍〕）
○高速バスにより自宅からの通勤や通学が可能になり、地域の定住化に貢献。
○引き続き、地域内外の人流を支えるバスについて、拠点を発着する路線網の充実をさらに促進するた

め、駅前広場等の交通結節点の整備を推進

（開通済み延長※：681km）

（開通済み延長※：1,230km）

（NEXCO西日本資料を基に作成）

中国地方の高速道路ネットワーク整備による広域交流の活性化
（高速バスによる利便性の向上）
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連立事業と連携した道路整備、土地区画整理事業による沿線地域の活性化

連続立体交差事業による安全安心な道路整備と連携して、土地区画整理事業、駅アクセス道路等
の整備を行うことで、各駅を中心とした良好な市街地環境が形成され、定住促進を図り、沿線地域
の活性化を進める。

【西鉄天神大牟田線（春日原駅～下大利駅）連続立体交差事業の整備】

『鉄道高架化』 『土地区画整理』
■12箇所の踏切
■遮断時間ピーク時平均37分/時

■定住人口
■商業施設

0

2

4

6

8

10

整備なし 整備あり

9.3

5.9

3.4分短縮

（分）

10,500
10,550
10,600
10,650
10,700
10,750
10,800

【自動車利用者
の年間コスト】

（億円）

10,703
10,727

24億円縮減

※区間延長約２．６km
の所要時間の比較

・鉄道～西側 1.8km
・鉄道～東側 0.8km

【春日５交差点から太宰
府ＩＣまでの所要時間】

■自動車利用者の年間コスト

解消

縮減 【土地区画整理地内
での人口増加推移】

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H12H26H33（人）

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

H12 H26

【土地区画整理地内での
商業施設増加推移】

62
4

99
7

1.6倍 1,200
1.9倍

目標
設定

14

19
1.4倍

（軒）

増加に期待

※燃料 ・タイヤ ・整備費などの
直接経費と移動時間の短縮
による間接経費の年間コスト
の合計

(～H33) (～H35)

白木原下大利線整備

春日原駅前線整備
側道春日原線整備

下大利駅東
土地区画整理事業

下大利駅西線整備
下大利南ヶ丘線整備
東大利歩行者専用道路整備

西鉄天神大牟田線連立事業 3.3km

春日原駅

白木原駅

下大利駅

除却踏切
１２箇所

N

事業期間 H15～H33

『連続立体交差事業と連携したまちづくり・ＰＲイベント』

参加者1,292名
大盛況

※西日本鉄道株式会社主催「レールあんどハイク」

「仮線路ウォーク」

『発現効果』

■乗降者数増加
（人口増加）

『市民会議ワークショップニュース 抜粋』

（高架
下）

（高架
下）

（歩道） （車道） （自転車道） （オープンスペース） （高架下）

「しみんワークショップから出された意見 イメージ図』

【春日原・白木原・下大利３駅の乗降者推移】

42,000

43,000

44,000

45,000

46,000

47,000

H17 H22 H25 H33～

44,258 44,578

45,8571,279人

更なる増加
への期待

将来のまちづくり
への期待

（人）

増加傾向
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現在の状況
（平成26年12月）

熊本駅西土地区画整理事業 東Ａ地区再開発事業

合同庁舎

マンション

商業施設

鉄道高架化にあわせた基盤整備により、民間マンション建設等を誘発（ＪＲ鹿児島本線等鉄道高架化にあわせた熊本駅周辺整備）

熊本駅周辺地域においては、踏切による渋滞や事故解消等のため、鉄道高架化事業による
踏切除却を行い、鉄道で分断された市街地を土地区画整理事業等と一体的に整備すること
により、民間マンション建設等を誘発するなどストック効果が発現

○鉄道高架化の完成により、踏切による渋滞の解消や鉄
道で分断された市街地の一体的な開発が期待される

○熊本市の平均地価(住宅)が下落する中、熊本駅周辺地
域は平成20年度に比べ約15%上昇（H27）

○マンション等が立地することで夜間人口が2,155人(H17)
から2,919人(H27)へ増加（約35%増）

○合同庁舎・専門学校等が立地することで昼間人口が約
4,000人増加（H27）

○今後も駅前広場整備や在来線跡地の開発計画が予定さ
れており、更なるストック効果の増大が見込まれる

効 果

平成33年春完成予定

▼熊本駅周辺の開発計画イメージ
（ＪＲ九州 ＨＰより）

専門学校等

JR鹿児島本線等鉄道高架化事業
【事業概要】
○事業区間

ＪＲ鹿児島本線約６ｋｍ
JR豊肥本線約１ｋｍ

○事業期間
平成13年度～平成30年度

○平成29年度 全線高架切替予定

▲専門学校等

50

60

70

80

90

100

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

熊本駅西側

熊本市平均

15%増

15%減

地価の動向（住宅地）

（千円/m2）

事業期間
H13~H30

▼九州新幹線全線開業 ▼在来線一部高架切替

▲マンション
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◆八代市における外国大型クルーズ船寄港による

経済波及効果 約1億2,200万円/回※1

八代市内の消費額 約4,700万円/回※2

入港セレモニーで賑わう岸壁状況 物産市の出店状況：21店舗

平成26年に｢コスタ・アトランチカ｣ が寄港した際の経済波及効果平成26年に｢コスタ・アトランチカ｣ が寄港した際の経済波及効果

○ 八代港では既存貨物専用岸壁の改良により、アジア最大16万ﾄﾝ級 [約4,000人乗り] の大型クルーズ船が寄港可能となった。
○ 外国大型クルーズ船が八代港に寄港することによる経済波及効果は1回当たり約1億2,200万円と大きい。
○ また、港湾・道路の連携により、九州を訪れる外国人観光客の増加、観光収益の向上、地域の活性化が期待される。

○背後の道路網を活用し、90分圏内の観光地やショッピング施設等へ
クルーズ客が来訪。

○外国大型クルーズ船の寄港に併せて八代港埠頭にて物産市を開催
（10月18日～19日）

・八代・水俣・人吉の特産物を扱う物産市を開催し、県内商店や家電
量販店が21店舗が出店した。

・八代港周辺からの参加者数 → 延べ約8,300人
・八代港埠頭での売り上げ → 約2,500万円

※1）八代市試算 ：平成26年に「コスタ・アトランチカ」が寄港した際の経済波及効果
※2)外国クルーズ船入港時（平成26年10月）のアンケート調査をもとに八代市集計

平成27年寄港船舶
船舶名 トン数 寄港回数

クァンタム・オブ・ザ・シーズ 16.7万トン 3回
ボイジャー・オブ・ザ・シーズ 13.8万トン 3回
レジェンド・オブ・ザ・シーズ 6.9万トン 2回
マリナー・オブ・ザ・シーズ 13.8万トン 1回
スカイシー・ゴールデン・エラ 7.2万トン 1回
飛鳥Ⅱ 5.0万トン 2回

既存ストックの活用によりアジア最大級（16万t級）のクルーズ船を寄港可能に

○ 既存の貨物専用岸壁に係船柱、防舷材を追加設置し、大型クルーズ
船の接岸に対応。

大型クルーズ船に対応した岸壁の改良大型クルーズ船に対応した岸壁の改良

八代港におけるクルーズ船寄港実績八代港におけるクルーズ船寄港実績

係船柱

防
舷
材

係
船
柱

（回）

2 1

10
4

2

0
2
4
6
8

10
12

H25 H26 H27

日本船

外国船
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H24H19H14H9H3

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

防災・減災対策による災害リスクの減少・産業立地等の促進（加勢川）

国道266号①

②

熊本市

嘉島町 ②

国道455号

加勢川堤防整備

①

商工業団地の進出（H7）

○熊本県嘉島町の緑川水系加勢川左岸地区は、従来より洪水による浸水被害が頻発していたが、平成11年の堤

防完成後、浸水被害は発生していない。
○災害リスクの減少により、ショッピングモールや商工業団地の進出などで商業事業所数、第3次産業従業者等が

増加、地域発展に寄与。現在は、更なる治水安全度の向上を図るために河道掘削を実施中であり、一層の効果
発現が期待される。

整備前の浸水被害の状況（S63.5）整備前の浸水被害の状況（S63.5）
ショッピングモールの進出（H17）

○近年商工業団地やショッピングモールの進出が盛んで、商
業事業者数等が大幅に増加している。これは、加勢川の堤
防整備により、水害リスクが減少したことが大きく寄与して
いる。

○現在、宅地等の開発などが進行中であり、更なるまちの発
展のため依然として水害リスクの高い加勢川の河道掘削
を推進してもらいたい。

整備後（H22.3）整備後（H22.3）

※H27現在、加勢川の
河道掘削を実施中

※①②は商業施設等の進出箇所

＜嘉島町長の声＞
商業事業所数の増加

H24H19H14H9H3

300
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第3次産業従業者数の増加

堤防完成
（H11）

堤防完成（H11）
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高速道路により医師の通勤が可能となり、休診していた診療科が再開（東九州自動車道）

大分市・宮崎市
から３０分短縮

○東九州自動車道が大分から宮崎まで全線開通したことで、大分市、宮崎市から延岡市までの移動
時間が３０分短縮。

○延岡市の病院に、大分大学と宮崎大学から医師の派遣が可能となり、医師不足で休診していた
診療科の再開や診療体制の拡充に繋がった。

【延岡市の医療関係者】

東九州道 佐伯～蒲江間の開通
に伴いまして、この４月（平成27
年4月）から大分大学神経内科か
らの医師派遣が決まりました。もっ
と他の科の先生にも来ていただき
たいと思います。

延岡市内の４病院５診療科で再開や体制拡充■ 大分市、宮崎市からの通勤が可能に■ 大分市、宮崎市からの通勤が可能に

１１３分
→８０分

１２０分
→９０分
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閉店した大型商業施設の活用によるまちなかの賑わい再生
（都城市中央地区都市再構築戦略事業）

○ コンパクトシティの拠点となるべき中心市街地において、既存ストック（閉店した大
型商業施設）の有効活用と官民連携の事業を展開することにより、整備コストの
縮減を図りながら都市機能を集約し、効率的にまちなかの賑わいを再生。

○閉店した大型商業施設の活用による整備コストの縮減。

約５７億円[新設] ⇒ 約２３億円[既存活用] ※約３４億円削減

○まちなかに官民が連携して都市機能(教育文化、子育て、交流、商業等)を集
約することにより、交流人口の増加と機能の継続性を担保。

中心市街地集客施設入込数の目標：

約１４２万人[Ｈ２４] ⇒ 約１７８万人[Ｈ２９] ※約２５％増加

○まちなかへの投資 (空き店舗・空き地の解消等) を誘発。

効果

既存建造物活用 ○公共施設整備者：都城市
○民間施設整備者：公募中

(平成27年12月決定予定)
○完成予定：平成30年３月

※官民同時完成予定
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ＥＴＣ２．０を活用した道路を賢く使う取組が本格的にスタート

○全国の高速道路上に設置された約1,600箇所の通信スポットと走行車両との双方
向での情報通信を行い、新たなサービスを導入。

渋滞と事故を減らす ＥＴＣが基本のストレスのない 生産性の高い
賢い料金 賢い料金所 賢い物流管理

ビッグデータに基づく
賢い投資

賢く使う主な取組（道路）

ETC2.0
高速道路以外も含めた利用経路、利用時
間、速度、加減速データの把握が可能に

現 在
料金所での出入り交通と

出入り時間のみ把握

混雑状況などに応じた動的な料金の導入

大都市における混雑状況に応じた料金

目標 ： 大都市圏におけるシームレス料金（H28.4より導入）の
影響を検証した上で順次導入

都心混雑時間帯

混雑状況に
応じて切替

厚木

久喜

経路 距離 料金

圏央道 98.9km 3,770円

首都高速 99.5km 3,180円

圏央道経由より、首都高速経由のほうが料金が安い

＜現在の厚木～久喜間の料金＞

品川線開通後、都心の交通量５％減で渋滞が５割減

目標 ：今年度開始の社会実験で有効性等を検証した上で展開

目的地

物流拠点

出発地

物流拠点

17:57:30 18:10:20
18:40:05

急ブレーキ

－0.42G
急ハンドル

0.05G

急ブレーキ
急ハンドル情報

物流事業者
リアルタイムな位置情報で正確な到

着時刻を予測 ⇒ 荷待ち時間を短縮

17:30:13

トラックの位置情報

トラック運転の危険箇所をピンポイン

トで特定⇒ ドライバーの安全確保

トラック輸送ルート

ETC2.0車両運行管理支援サービスの試行
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インバウンド新時代に向けた地方空港への誘客施策

着陸料

約８万円／回

既存軽減措置
（３割減）

地域の支援
（1/2）

新たな軽減
（1/2）

既存軽減措置
（３割減）

広域観光周遊ルートの形成促進

現 状
（使用機材：Ａ３２０の場合）

●全国の各地方に外国人旅行者を直接呼び込み、交流人口の増大・旅行消費の拡大を通じて、地域経済
の活性化・地方創生を図る
●広域観光周遊ルートの形成促進等、外国人旅行者の受入環境改善に積極的な地域に存する空港への
国際旅客便の就航を促進

（参考）着陸料約８万円／回＝約500円／人
＝約3,000万円／年間

【目的】 地方空港における国際旅客便の就航促進
【対象便】 国際旅客定期便の新規就航・増便、国際旅客チャーター便
地域が実施する誘致策と協調して、国管理空港の着陸料を１年間1/2に軽減
→着陸料の実質無料化も（右図）
地方管理空港については、地域が行う路線誘致の取組みに対する地方創生新型交付金の活用
を検討中

●「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」（平成27年6月観光立国推進閣僚会
議決定）に基づき、外国人旅行者の地方への誘客を図るため、７つの周遊ルートを国土交通大
臣が認定し、関係自治体等の取組を支援

観光政策・地域の取組みと連携
エリア内の空港間の連携・役割分担等に関する提案

地方空港におけるインバウンド拡大に向けた着陸料軽減制度
※２８年度からの導入に向け関係省庁と調整中

地方空港発着の国際線を充実させ、地方イン・地方アウトの流れを作る

訪日外国人の８５％がゴールデン
ルートを含む特定の空港に集中

成田

35%

関西

22%

羽田

12%

福岡 6%

中部 5%

新千歳 5%

那覇 5%

その他空港 5%港

5%
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鉄道による国際海上コンテナの輸送促進に向けたモデル実証

○ 利用が拡大している背高（ハイキューブ）タイプの国際海上コンテナを国内で鉄道輸送する場合、通常のコンテナ貨車に積載す
るとトンネル等の既存構造物の高さ制限を超えてしまうため、多くの鉄道路線では輸送不可能
○ 日本国内の港湾で輸出入される国際海上コンテナの国内輸送を効率化し国際競争力を強化するため、これら国際海上コンテ
ナのモーダルシフトを促進する必要
○ 低床貨車を開発・普及促進することで、背高タイプの国際海上コンテナの鉄道輸送を可能とし、全国の鉄道インフラストックを活
用した国内外一体となった国際海上コンテナのシームレスな物流を実現

４０ｆｔ背高コンテ
ナ輸送可能

４０ｆｔ背高コンテナ
輸送不可能

４０ｆｔ背高コンテナ
輸送不可能

■背高コンテナの輸送可能区間

施策概要

■ 通常より荷台を300㎜低床化した貨車を開発・調達し機能性を確認
■ 国内輸送需要等の条件を踏まえ、実際に背高コンテナを積載し任意の区間において

低床貨車を継続的に走行させ、長期運用における各部の性能や耐久性を確認
■ 各種検証・調査

・CO2排出量とその削減効果
・CO2排出量削減を最大化する最適な機材運用
・普及に向けた輸送品質・利用者の評価・仕様に関する課題整理 等

実施項目（予定）

■低床貨車のイメージ

■ISO規格４０ｆｔ国際海上コンテナの高さ

（環境省連携事業）
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○都市公園は、防災や環境保全、子育てなど多様な機能を有しており、保育等の福祉サービスの需要に対応
し、女性が活躍できる社会の構築を推進する観点から、国家戦略特別区域内の都市公園に保育所等を設置
できる規制緩和を措置（H27.9.1施行）

規制緩和等による都市公園を活用した子育て支援の促進

特区を活用して保育所の占用を予定している例
【都立汐入公園】

・都市公園内に占用許可により保育所を設け、保育需要の増に対応
・屋上をゲートボール場にするなどにより、公園利用者と連携促進

子育て支援の拠点となっている都市公園の例
【千秋が原南公園－子育ての駅てくてく】

・都市公園内の冬でも遊べる全天候型屋根付き施設に、保育士常駐
による子育て相談・交流支援､一時預かり等の機能を集め、都市公
園を地域の子育て支援拠点として活用。

・運営にあたって、市民が積極的に参画できる運営委員会を設置す
るとともに、サポーター制度を設け、市民協働型の事業運営を展開
。
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